様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 2021年　1月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）カ）アンビション
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社AMBITION
（ふりがな）しみず　たけし
                              （法人の場合）代表者の氏名 清水　剛   印
住所〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-34-17 住友不動産原宿ビル18F

法人番号 4011001072940　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年6月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

2021年6月期　第1四半期決算説明資料（※補足資料）

	公表日
	2020年11月13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法 ; WEB
公表場所 ; 当社ホームページ、IRニュース内
URL ;　https://www.am-bition.jp/ir-result/
該当資料 ; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905393/00.pdf
該当ページ ; p5

・補足資料
公表方法 ; WEB
公表場所 ; 当社ホームページ内
URL ;  https://www.am-bition.jp/ir-result/
該当資料　; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf
該当ページ ; p3,p6


	記載内容抜粋
	新規事業として特に注力している不動産DX事業では、自社のDX推進に加え、子会社Re-Tech RaaS（リテックラー
ス）のAI×RPAツール『ラクテック』によりアナログな不動産業界の変革を目指しております。当社グループの中
期方針において急角度の業績成長に導くための新たな成長ドライバーである不動産DX事業は、前期に積極的な先行投資を実施し、引き続き今期も適宜実施する方針のため、当第１四半期会計期間においては約0.4億円のDX投資を行いました。
不動産DX事業は黒字化後の利益率が高く、大きな利益貢献が期待できることから、今後も成長に注力してまいります。(p5)

(ここまで取締役承認済み短信内記載内容抜粋
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905393/00.pdf)

――以下補足資料より抜粋――
(https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf)

全社的なDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進やRPA事業の成長に引き続き注力し、先行投資を適宜実施する方針(p3)

基本方針：労働集約的な不動産事業をDXにより変革する 新戦略：まずは不動産領域にフォーカスし、自社開発とアライアンスをバランスよく組み合わせて プロダクト開発に取り組む。今後、toC向けサービスの展開も予定。最終的には不動産以外の領域への拡大を検討(p6)


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	下記当該資料においては取締役会承認済み（2020/11/13開催）
2021年6月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905393/00.pdf



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年6月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

2021年6月期　第1四半期決算説明資料（※補足資料1）

NEWS RELEASE内「AMBITIONグループのRPAリテックラボNTTドコモからRPA業務受託開始」（※補足資料2）

	公表日
	2020年11月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法 ; WEB
公表場所 ; 当社ホームページIRニュース内
URL ;　https://www.am-bition.jp/ir-result/
該当資料 ; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905393/00.pdf
該当ページ ; p5

補足資料１
公表方法 ; WEB
公表場所 ; 当社ホームページIRニュース内
URL ;  https://www.am-bition.jp/ir-result/
該当資料　; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf
※公開日;2020/11/13
※該当ページ ; p6,p7,p8,p24

補足資料2
公表方法 ; WEB
公表場所 ; 当社ホームページIRニュース内
URL ;  https://www.am-bition.jp/ir-result/
該当資料　; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1754070/00.pdf
※公開日;2019/9/30


	記載内容抜粋
	今期はAI×RPAツール『ラクテック』の機能追加・ 改善、営業部隊の拡充、マーケティングの強化、代理店・アライアンス戦略の強化などによって、顧客の最大化に 努めてまいる所存でございます。(p5)

(ここまで取締役承認済み短信内記載内容抜粋
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905393/00.pdf)


――以下補足資料より抜粋――
補足資料1
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf
補足資料2
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1754070/00.pdf

まずは不動産領域にフォーカスし、自社開発とアライアンスをバランスよく組み合わせてプロダクト開発に取り組む。今後、toC向けサービスの展開も予定。最終的には不動産以外の領域への拡大を検討(補足資料1 p6)

まずは、第１ステップとして、不動産領域における「自社事業の成長加速」と、「SaaS型の新たな収益源創出」を目的とした不動産業界のDXの取組みに注力(補足資料1 p7)

LTV戦略（ライフタイムバリュー=顧客生涯価値）を最大化させる独自のAIアルゴリズムを開発し、最適賃料の自動算出を実現(補足資料1 p24)

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮの連結子会社である株式会社ＲＰＡリテックラボは、株式会社ＮＴＴドコモとＲＰＡ事業における業務委託契約を締結しました。(補足資料2)

次に、第２ステップとしては、そこで培ったノウハウを活かして、to C（消費者向け）のサービスを不動産領域で新たに展開予定。

最終的な第３ステップとしては、不動産領域以外への展開も検討(補足資料1 p8)


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	下記当該資料においては取締役会承認済み（2020/11/13開催）
2021年6月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905393/00.pdf



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表場所 ; 当社ホームページIRニュース内
該当資料 ; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf
該当ページ ; p6

	記載内容抜粋
	当該資料は図での説明のため下記にて補足(p6)

既存ビジネスにおける独自の不動産関連ビッグデータやノウハウを活用し、ベトナムにある海外システム会社などを活用した自社開発と、卓越した知見を持つ他社とのアライアンスの活用をバランスよく使いわけながら、プロダクト開発に取り組んでいる。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表場所 ; 当社ホームページIRニュース内
該当資料 ; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf
該当ページ ; p34,p38,p40


	記載内容抜粋
	DX事業へ先行投資(第一四半期実績0.4億円) (p34)
営業部隊の拡充、マーケティング強化、代理店アライアンス戦略拡充(p38)
先行投資を適宜実施予定
前期：システム開発人員中心
今期：営業人員、広告宣伝等(p40)



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年6月期　第1四半期決算説明資料

	公表日
	2020年11月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法 ; WEB
公表場所 ; 当社ホームページIRニュース内
URL ;  https://www.am-bition.jp/ir-result/
該当資料　; https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1905581/00.pdf
該当ページ ; p6,p7,p8

	記載内容抜粋
	まずは不動産領域にフォーカスし、自社開発とアライアンスをバランスよく組み合わせてプロダクト開発に取り組む。今後、toC向けサービスの展開も予定。最終的には不動産以外の領域への拡大を検討(補足資料1 p6)

まずは、第１ステップとして、不動産領域における「自社事業の成長加速」と、
「SaaS型の新たな収益源創出」を目的とした不動産業界のDXの取組みに注力(補足資料1 p7)

次に、第２ステップとしては、そこで培ったノウハウを活かして、to C（消費者向け）のサービスを不動産領域で新たに展開予定。

最終的な第３ステップとしては、不動産領域以外への展開も検討(補足資料1 p8)

――以下補足――

ステップを３つに分けてフェーズを区切り指標(KGI,KPI)をより細分化することで進捗の定量化を行い事業進捗の評価とフィードバック及びネクストアクションの策定をスピーディかつ柔軟に実施する。。具体的にはBacklog,redmineなどのWBSツールを用いタスク、todo、マイルストンをそれぞれ策定しマネジメントの可視化を行う。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年8月17日


	発信方法
	2020年6月期　通期決算説明会動画内にて
https://www.blessllc.com/movp/P0189001/022/


https://www.am-bition.jp/ir-news/
※上記URLで見れない場合ははこちらのページ内
「2020/08/17 2020年6月期　通期決算説明会動画」をご参照くださいませ。

	発信内容
	当社グループが集中して取り組む領域と題して、「既存不動産事業のアセットを活用して、「住」領域のデジタルトランスフォーメーションを推進と研究へ取り組む」と発信



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年3月8日

	実施内容
	「DX推進指標　自己診断」を実施し課題の把握を行った
また、その結果をIPAの自己診断結果入力サイトより報告済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	整備評価を2020年12月から1月、運用評価を2021年3月から4月を予定

	実施内容
	内部統制システムの基本方針を設けており、IT及びセキュリティに関する方針・規程に基づき、内部監査にて監査を行っている。
情報管理、セキュリティについては、情報システム管理規程、個人情報保護規程、ネットワーク利用細則に基づいて行っている。また、運用については、情報統括責任者は、本番移行した情報システムに関して、利用部門責任者と協議のうえ、運用担当者を任命している。内部監査計画の評価日程に基づき、第１４期（2021年6月期）においては、整備評価を2020年12月から1月、運用評価を3月から4月を予定している。直近にセキュリティ上の問題が発生した事案はない。

また2015年にはサイバーセキュリティクラウド社（マザーズ上場企業）に資本出資し業務提携を実施しており、早くからセキュリティ対策に臨んでいる
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1289413/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3300/tdnet/1810257/00.pdf



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

